
平成21年第４回（６月）定例会　一般質問通告表
	順
	質　　問　　事　　項
	質 問 者

	１
	１　佐渡市職員のあり方について
⑴　人事院勧告に基づく総務省からの要請、官房長官談話を根拠として、６月支給の期末・勤勉手当の減額を臨時議会で議決したが、地方公務員法の「情勢適応の原則」など、佐渡市独自の地域情勢に相応しい議案提出とすべきではなかったか
⑵　人事院勧告は地方行政を拘束するものではなく、期末・勤勉手当の減額提案は何を根拠に減額幅を決めたのか公式見解を求める
⑶　今後、佐渡市職員の給与、手当は佐渡市の民間経済の情勢を考慮して支給基準を決定すべきではないか

⑷　佐渡市は、公平委員会の業務を共同処理しているが、独自に人事委員会を設置すべきではないか

２　学校給食について
⑴　学校給食に佐渡産コシヒカリ100％の米飯実施を明言しているが、実情について尋ねる。また、佐渡産食材購入の目標は現場に指示しているのか
⑵　給食費の取扱いについて監査委員による監査が実施されたと聞くが結果報告を求める
３　地産地消条例の制定について

⑴　地産地消条例制定作業の進捗状況について尋ねる
⑵　佐渡市で消費されている食品類の販売総額
⑶　佐渡市の農水産業の生産総額と島内外の消費比率
⑷　佐渡市で製造されている食品の出荷額と島内消費の総額と比率

⑸　佐渡市は、市内で生産された観光土産品が極めて少ない観光地と指摘されているが、問題点と対策について尋ねる
４　佐渡の交通体系の問題点
⑴　佐渡空港フォーラムが開催されたが、報道で知る限り、県は佐渡市の熱意とは裏腹に現空港の活用について方針を転換したように受取れる。直近の県との交渉経過について尋ねる
⑵　佐渡航路の運行と佐渡汽船の経営に、県と佐渡市は異常とも思える介入を行っているが、佐渡汽船は株式会社であり、独自の経営努力に任せるべきではないか

⑶　カーフェリーの大幅値引きで賑わっているように見えるが、島内の宿泊施設の確保ができず、カーフェリーのキャンセルが相次いでいると聞く。臨時便の対応、宿泊施設のサービス内容及び宿泊施設の能力に問題はないのか
⑷　カーフェリーの島民利用者への対応が遅れているが、具体的な対策について尋ねる
⑸　路線バス維持支援に当初予算で１億８千900万円の補助がある。市民からは空気を運んでいるとも言われている路線バスの運行だが、支出の根拠と事業の目的、輸送能力と利用人数、事業支援でもたらされる雇用人数と平均年収について尋ねる
	祝　優雄

	１
	⑹　高速道路の千円乗り放題など、思いつきと生煮えで未成熟な経済対策のために、全国170航路のうち約40の離島航路が壊滅的な打撃を受け、結果、廃業や減便に追い込まれている。全国離島協議会として恒常的な対策を政府に求めるべきである。どのような対応を協議しているのか

５　県工事の負担金について

泉田知事は国直轄事業の負担金について詳細説明を求めると同時に、負担を止める新ルールを主張している。佐渡市においても県工事負担金を予算計上しているが、県から詳細説明はあるのか。詳細説明書があれば資料の提示を求める
６　トキ放鳥の問題点

昨年の放鳥から８カ月が過ぎたが、本土と佐渡を行ったり来たり、その行動範囲は予測をはるかに超えており、期待されたペアは誕生していない。今後の放鳥に問題も多く含まれており、放鳥の方法、放鳥場所の選定、分散飼育の方法などどのように進めていくのか
	祝　優雄

	２
	１　公文書等の整理保存体系の見直しを

⑴　公文書に関する事項
市の文書規程では、第５章に整理、保存及び廃棄を規定している。完結文書の種別及び保存期間は第１種30年から第４種１年の区分となっている。この保存期間を経過した保存文書の廃棄については期間を過ぎたから機械的に廃棄ということであってはならない。特に、歴史資料の保存には留意すべきである。今の規定では「歴史資料として重要であると認められるものについては、主管課長（本庁にあっては総務課、支所等にあっては市民課）が主務課長（当該文書に係る事務を所掌する課）と協議の上、適切な措置を講じなければならない」としている

そこで次の点について問う
①　歴史資料の扱いが、「適切な措置を講じなければならない」と抽象的である。公文書保管は市長の担任事務である。市は公文書館を設置していない。このような中で、歴史的文書の整理保管、利用の実態はどうなっているか。担当部署を設け実施機関（教育委員会等）に引継ぐよう改善すべきである

②　訓令の文書規程ではなく、条例化による公文書の適正管理を考えては。（この３月に公文書等の管理に関する法律案が国会に提出された。）

⑵　公文書以外の歴史的資料文書に関する事項

市が所有する公文書以外にも整理保存すべき貴重な歴史資料等が佐渡には数多くある。研究されている先生方から一部を聞いただけでも膨大なものである。江戸時代～明治～近代の古文書が多く残っているとのこと。区所有では、金井地区の泉区で１千629件、平清水区で887件。個人所有等では、中興の石塚家で966件、宿根木の佐藤家で１千187件、笹川の金子家で３千件。金子家ではまだ多くの資料があると聞いている
①　区・集落や個人等から市に対し資料等を引取って整理保存して欲しい等の要望はないか
	臼杵克身

	２
	②　これらをどの程度把握しているか。潜在的なものも含め実態を問う

⑶　これら歴史的に貴重な資料を整理保存する対策は

佐渡の貴重な歴史的古文書や資料を整理保存し後世に継承することは、現世に生きる者の義務と考える。市長は平成19年に佐渡伝統文化研究所を設置し文化行政に積極的に取組んでいるが

①　古文書等歴史的資料の整理保存について所見を問う

②　整理保存のためには長い期間と人材が必要と考える。専門的職員の配置は十分か。補助員の職員の配置も必要ではないか

③　貴重な資料等の散逸防止のためこれらを収集する対策を講ずる必要があるのではないか

④　公文書館等の施設が必要と考える。市長の所見を求める

２　一般廃棄物最終処分場の現況と将来計画

○　佐渡市には、真野クリーンパークと南佐渡一般廃棄物最終処分場がある。平成20年６月に示された一般廃棄物処理基本方針検討会報告書では、真野クリーンパークは平成29年度に埋立て完了、南佐渡一般廃棄物最終処分場は平成57年度完了の計画となっている。平成20年度の埋立て量は真野クリーンパークが660立方メートルに覆土400立方メートルで計１千60立方メートル。南佐渡一般廃棄物最終処分場で375立方メートルに覆土375立方メートルで計750立方メートルとなっている。近年ゴミの減量化と再生利用資源化が進んでいることは喜ばしいことである。そこで、次の点について問う

①　真野クリーンパーク及び南佐渡一般廃棄物最終処分場の埋立て完了予定年度は計画どおりに推移するかどうか

②　搬入ゴミの種類、範囲を改めて問う

③　次の一般廃棄物最終処分場の候補地の選定に入る準備が必要と思うが市長の見解を問う

３　地域産業活性化基本計画の実現に向けた取組みは

○　このほど市では、産業集積の形成、活性化に関する目標を盛り込んだ佐渡市地域産業活性化基本計画を策定した。既存の産業集積状況、インフラ整備状況等を踏まえて見直すとして、機械・電機・電子部品製造関連産業、ＩＴ関連産業、食料品製造関連産業について取り上げているが、次の点について問う

①　３産業について取上げた理由とその概要

②　平成21年から25年間に達成する目標を定めているが目標達成のための具体策を問う

③　既存進出企業との懇談などによる情報収集に努めることや首都圏連合会の人脈などを通じて企業動向情報の収集などが必要

④　疲弊した経済状況下、企業誘致も非常に厳しいと思う。異業種からの参入による起業支援の考えはないか

⑤　越佐間の光ファイバー網の必要性と実現に向けた構想はあるか
	臼杵克身

	３
	１　下水道事業のあり方について
12月定例会において、行財政改革特別委員会が示した「下水道事業費縮減のための大幅見直し」の報告について、市長の見解を求める
２　国道バイパスの工事凍結について
⑴　佐和田～金井間が中途半端ではあるが一部開通し利用もされている。その後、延伸工事が中断しているようである。進捗しないのはなぜか
⑵　尾花～新保～貝塚～大和間については、先ごろ凍結の旨、一部住民に説明会が持たれた由、凍結の理由と本市としての対応策を問う
３　トキの住民票について(提案)

○　佐渡市にとって、トキはエコ問題を考える際の象徴となっているが、放鳥後のトキの移動が顕著なことから、トキに住民票を発行し観光親善使節と位置づけて、飛来先市町村との間に転入出の取り交わしをしてはどうか
①  放鳥したトキの所有権は

②  名付け親制度の創設は

４　ノーカーデイの実施予定について
先般の一般質問において提言したところ、市長からは実施の目論見がある旨の回答であったが、具体化の取組みがなされているのか
	田中文夫

	４
	１　深夜に及ぶ審議のうえ、ようやく議会を通過した「佐渡市追加経済対策事業」の問題点とその後の取組みについて

⑴　本土発乗用車往復運賃特別割引事業について

①　鳴り物入りでスタートし、満車状態等で各方面に波紋を及ぼし、臨時船運行云々まで話題に上がった当初の勢いは、３週を経過した現在でも持続しているのか。その後の当該客の入込み状況を問う

②　割引制度利用者のみに特典を与え、それ以外の観光客を除外した感のある「プレミアムドライバーズカード」について、客に与える不公平感の解消の上からも再検討の必要ありと委員会審査で指摘されたが、どのように改善されたのか現在の状況を問う

③　市長の記者会見や５月12日付新潟日報で「１億５千万円を佐渡市が全額負担する」と報道されたことにより、多くの市民の間で大きな疑問と不満が未だに渦を巻いている。市長はもう一度明解に市民に対し財源の説明をすべきと思うがその見解を問う

④　今後同等の企画があるとすれば、今回の事業により大きなひずみが生じたといわれる島内の輸送業者（バス、タクシー、レンタカー）に対しどのような支援ができるのか。また、エコアイランド佐渡にふさわしい環境対策及び島民に対する生活航路としての大幅な運賃割引策は考えられないのか

⑵　海上輸送費支援事業について

予算案に示された製造品や農産物の島外出荷のみならず、水産物(鮮魚介類)の出荷にも配慮すべきと提言したが、その後の取組みを問う

２　佐渡市景観計画について
⑴　拙速な景観計画よりも、先進各市に見られるように景観条例の制定を先行すべきと思うがその見解を問う
	松本正勝

	４
	⑵　本年３月に策定された「佐渡市都市計画マスタープラン」との整合性を問う

３　トキめき国体の受入れ体制は万全か

⑴　会場及び周辺施設の整備状況を問う

⑵　ボランティア等の人的協力体制は充足されるのか
	松本正勝

	５
	１　経済危機対策について
⑴　総選挙を前にして、昨年度末からの国の経済対策関連補正予算は「総額ありき」の一過性である。この予算は後年度の消費税大増税で賄うものであり地域経済や暮らしの向上につながらないというのが、多くの識者の見解であるが、「選挙目当て」と「消費税増税」等をどのように考えるか。国の経済対策についての見解を問う
⑵　この間の経済対策と称して組んだ予算は国と同様の「一過性」にするのではなく、市の有効な施策については次年度以降も続けるべきと考えるが、見解を問う
⑶　国の21年度補正予算「経済危機対策」で、都道府県が地域の実情に応じて取組む事業を支援する「地域医療再生交付金」が交付されているが、県に対し佐渡の医療への責任を果たさせるべきではないか。
２　高齢者福祉について
⑴　介護保険の保険料軽減や利用料負担の軽減策が必要ではないか
特養、老健施設入所で「食費・住居費などの自己負担軽減」「高額介助サービス費」の対象者数及び保険料軽減対象者数
⑵　福祉車両への助成制度について
①　障がい者における「自動車改造費助成」の活用状況はどうなっているか
②　一般高齢者等の福祉車両（リフトアップシート、車いす仕様）への助成制度を
３　保育事業について
⑴　今年度から実施の「新保育所保育指針」では、「保育の質」を中心課題に「保育所」「保育士」の果たす役割が重要になっているが、「保育の質」をどう考えているか
⑵　保育制度等の改変がスケジュールに挙がっており、「保育園統合計画」（社会福祉課・行政改革課）はその状況を見極める必要があるのではないか。また、佐渡の場合、民営化で保育の低下につながらないか
４　ゴミ収集について
⑴　４月から実施の廃プラ分別実施の状況と市民の反応をどのようにとらえているか
収集量の変化や地区別状況
⑵　ゴミ問題に対する市民の理解・意識向上が必要で、集落単位での取組強化が必要ではないか
５　地域づくりについて
地域にある価値あるもの（文化、遺跡、景勝など）を中心とした地域（集落単位など）づくりができる取組みが必要ではないか
	中川直美

	６
	１　行政改革について

⑴　保育園の統廃合と民営化について

①　園児数と職員配置の現状について

②　統合計画と住民説明について

③　民営化計画について
⑵　学校統廃合について

２　エコ宣言と交通政策について
⑴　島内公共交通について

⑵　島民の海上運賃について

⑶　職員の通勤について

⑷　公用車について
	金光英晴

	７
	１　佐渡汽船カーフェリー片道千円について

⑴　現在までの効果についてどのように評価しているか

⑵　観光地、旅館、民宿、土産物店、図書館、博物館等の受入体制について

⑶　利用客の反応調査について

⑷　改善点は

⑸　この結果をふまえ、これまでの観光行政をどのように分析し観光対策を考えているのか

２　商工業の振興について

○　中心市街地は、商業、業務、居住等の都市機能が集中し、長い歴史の中で文化、伝統をはぐくみ、各種機能を培ってきた「まちの顔」とも言うべき地域であると考えるが、都市計画マスタープランや佐渡市景観計画の中からは中心市街地活性化策は見えてこない

①　両津商店街は佐渡の表玄関としての顔があり、河原田商店街には島内商業活動の中心的な役割があったが、今後の活性化策は

②　様々な事業を組み合わせ、相乗効果を得る必要性があると考えるが、具体策は

③　行政における担当部局の連携の必要性
4 これまでの商工業施策をどのように分析し、今後の対策を考えているの
　か
３　佐渡市の徴税体制について
	廣瀬　擁

	８
	１　行政改革とその後の検証について

⑴　本庁、支所、行政サービスセンターとしてスタートし２か月半が過ぎたが、未だ業務分担が明確でないと思う。支所や行政サービスセンターに対し聞取り調査や現地確認等をしたのか

⑵　行政サービスセンターで事務のチェックをし、職員から１日の行動報告をさせているが何のためか

⑶　行財政改革特別委員会から、余剰人員の活用について指摘を受けているが、一方、教育委員会では人員が不足していると聞く。職員配置に問題があるのではないか

⑷　南教育事務所を南佐渡離島開発センターへ移転してはどうか
	佐藤　孝

	８
	２　公共施設の見直しについて

⑴　総務部長通知や行政改革課が示した資料ではほとんど譲渡や廃止の方向で進んでいるように思われるが、真剣に検討しているのか
⑵　各支所や行政サービスセンターに放置されている備品はいつまでに整理、処分するのか。処分の方法も問う
３　観光問題について

⑴　現在行っている航送料、往復２千円の期間限定割引は予約でいっぱいと聞くが、今年秋から佐渡発のカーフェリーでも島民に恩恵をと市長は記者会見で話している。今、市長が考えていることは何か
⑵　合宿や修学旅行が福島県等に流れ、本年度は減少傾向にあると聞く。体験学習のプログラムが各施設に整備されながら何が原因なのか検証しているか

⑶　平成３年から県外観光客が激減しているが、市も観光協会や民間観光業者等と協力して観光キャラバンにもっと力を入れるべきと思うが
	佐藤　孝

	９
	１　行政改革について

⑴　行政改革の基本的な考え方について

⑵　公共施設の見直しについて

①　具体的な（各施設）方針はどのようになっているのか

②　どのように進めていくのか

２　小中学校の統合計画について

⑴　現在までの統合計画の進捗状況と今後の具体的な統合（施設整備も含めて）計画について

⑵　小規模校での教育効果等についてどのように評価しているのか

⑶　「1973年文部省通達」（公立小、中学校の統合について）及び「小中学校統合計画」について、どのように進め、対応しているのか
３　小規模工事登録制度・住宅リフォーム助成制度・住宅耐震助成制度について
⑴　小規模工事登録制度について
①　入札参加資格者名簿に登録していない業者でも随意契約で参加できるようにしているが、あらかじめ参加を希望する業者の登録制度はどうなったのか

②　50万円未満の工事を小規模工事としているが、経済対策として位置づけ、上限額を100万円に引き上げたらどうか

③　分離、分割できる工事はできる限り小さな業者が受注できるように工夫すべきと考えるがどうか
④　現在、どのくらいの工事をどのような業者に発注しているのか。実態はどうなのか

⑵　住宅リフォーム助成制度の創設について

①　佐渡産材利用住宅建築奨励事業について利用状況は

②　住宅リフォーム助成制度の創設について検討したのか

⑶　住宅耐震助成制度について

①　利用状況について

②　今後の取組みについて
	中村良夫

	10
	１　長期低迷の佐渡観光の幾つかの問題点から
自滅を招く猫の目変化の誘客策から脱出すべき。（例：カーフェリー代往復２千円）現状の佐渡観光（安かろう悪かろう）では北陸新幹線開通で沈没する。本物を目指す長期計画はあるのか。「何を見せ、何を食べさせ、何を体験させるのか」

２　交流居住、定住促進事業について
○　現状と成果及び今後の計画は
①　事業成果が見えない原因は何か

②　佐渡準市民制度、ふるさと大使、島暮らしサポーター等の利用協力は

３　耕作放棄地の利用問題
○　市の耕作放棄地解消計画を示せ
①　再利用の用途とその担い手先は

②　放棄地解消が景観維持と一次産業振興へ繋がる。現実的かつ実用的事業で景観改善をすべきである

４　障がい者行政から
小規模通所施設の運営支援の実態は。地域活動支援センターへの移行努力を勧めているか（大規模隔離施設を解体すべき）

５　財界新潟2009年６月号から
職員人事等について。異動、能力、給与等について
	村川四郎

	11
	１　経済危機対策について

⑴　５月29日、平成21年度の補正予算が成立した。財政支援として、地方自治体向けに設置される15の基金事業、総額２兆円超が開始されている。佐渡市の取組みを具体的に問う

⑵　４月26日に設置した佐渡市経済対策戦略本部の活動状況を問う

①　成果と反響は

②　問題点及び課題は何か

２　女性特有のがん検診推進事業の取組みについて

⑴　女性特有のがん検診推進事業の目的及び効果は何かを問う
⑵　市では、７～８月に検診手帳や無料クーポン券の交付ができるものと期待するが、取組状況を問う
３　景観計画の策定について

⑴　～市民が誇りに思える美しい佐渡の景観保全を目指して～の部内及び各部との連携状況は
⑵　目標の期間と工程は定めてあるか
	本間千佳子

	12
	１　経済対策とする佐渡汽船車両航送料の値引き差額補填について

⑴　値引き金額と補填総額を問う

⑵　観光対策としての効果の予測を問う

⑶　佐渡汽船の経営責任について問う

２　介護保険制度に関連して

⑴　介護保険施設配置の現状と利用者の実態を問う

⑵　介護保険施設職員の配置の実態を問う
	小杉邦男


	12
	３　実施を予定している子育て支援対策について
⑴　特別手当支給の対象者と事業内訳を問う
⑵　本事業実施後の将来の考えを問う

４　職員管理のあり方について
⑴　職員管理の実態について問う
⑵　時間外勤務の実態とその対応を質す

５　定額給付金制度について

基準日と確定日の関連を問う

６　産廃施設について

二宮産廃施設に関わる手続きと経過を問う
	小杉邦男

	13
	◎　指揮命令の気迫の欠如は放置できない
⑴　国保本算定予算案の６月定例会告示日の未提出は、告示行為の認識の欠如の現われとして重視する
⑵　政策立案の力量不足が目立つ。最近の財政出動

①　21年度緊急補正予算について
②　最近の雇用悪化と対策について

③　両津病院病床削減と介護施設転換に矛盾する「病院開設許可事項変更許可申請」について

④　第４期佐渡市高齢者保健福祉計画等の重大な弱点について

⑶　「“第２の夕張市”が確実視される」等の雑誌の記事は、佐渡市として恥辱だ、との認識はあるのか

①　市民の不安に率直に答える必要がある

②　トキめき新潟国体佐渡市炬火イベント「採火式」の新聞報道の影響について

③　長岡・佐渡広域観光協議会のジェットフォイル試験運行事業で紹介された佐渡観光について

④　財政圧迫が懸念される下水道事業等の大胆な転換について

⑤　行政改革は、財政改革よりも人材育成と市長・副市長の行政姿勢の反省と転換にかかっている
	加賀博昭

	14
	１　行財政改革
⑴　月刊誌（６月１日発行）の特集「佐渡島沈没」の本市に対するダメージは甚大であるが、この記事についての市長見解
⑵　人事考課制度の内容と評定結果

⑶　クリーンセンター統合計画の進捗状況と統合後の運営費削減額
⑷　火葬場統合計画の進捗状況と統合後の運営費削減額

⑸　保育園統合・民営化計画の進捗状況と統合後の運営費削減額

⑹　学校統合計画の進捗状況と統合後の運営費削減額

２　農業政策

⑴　本県でも個別所得補償制度に着手したが、この制度に対する市長見解

⑵　米粉用米生産の現状と今後の普及

３　民主党が衆議院に提出している離島揮発油税減免法案に対する市長見解

４　緊急経済対策について

５　姫津の地名問題の進捗状況について
	近藤和義
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